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1. はじめに 

東日本大震災の教訓の一つとして，震災後の石油製品の供給の継続が挙げられる 1)。また，被災した施設

の回復力の強化が，事業継続上の経営課題と意識されるようになった。そこで，2013 年から資源エネルギー

庁の「産業・エネルギー基盤強靭性確保事業」により製油所の施設の耐震評価 2）が始まり，現在，危険物を

取り扱う施設の安全性の確保，並びに石油製品の入出荷に必要な施設の地震対策が進められている。対策で

は，液状化や側方流動が懸念される地盤に立地する供用中の施設を対象とした液状化対策が求められること

が多い。従って，地盤の対策は，対策効果が高く，施工性に優れる地盤固化の利用が有望である。 

一方で，建設後長く利用された臨海地区の岸壁・護岸では，大規模な更新事業も行われるようになってき

た。既存施設の構造を利用しながら，地震対策とともに，埠頭の利用再編に関連した増深や環境に配慮した

対策の事例も出てきている。ここでも地盤固化が利用されている。これらの事業は，港湾の競争力強化や    

魅力向上等，今後の港湾施設の利用価値を高める取り組みであり，今後さらに同様な事業が増加することが

予想される。 

筆者らは，2011 年の東日本大震災以降，地盤固化を利用した岸壁・護岸の合理的な液状化対策を研究して

きた。地震対策とともに，既存施設の更新技術としても地盤固化が期待される。そこで，本稿では，筆者ら

が注目している地盤固化の最近の施工実績を紹介するとともに，地盤固化に関する筆者らの問題意識を整理

する。その上で，合理的な液状化対策として，著者らがこれまでに取り組んできた低コスト化技術（「低置換

率格子状固化」並びに「側方流動抑制壁」）の有効性を概説する。さらに，地震観測を併用しながら，これら

の対策を段階的に進める地震対策の可能性と効果について考察する。 

 

2. 注目される地盤固化の施工実績と課題 

(1) 事例 1: 三河港埠頭再編改良事業 

三河港埠頭再編改良事業の概要を，文献 3）を参考に紹介する。三河港湾事務所（国土交通省）が進める

同事業は，港湾機能の強化を図り，大規模地震に対応できる耐震強化岸壁として，図-1 に示すような既設   

護岸を水深-12m の耐震岸壁（延長 260m）に整備するものである 3）。事業箇所は，三河港神野西ふ頭地区で，

7 号岸壁第三バース（-12m 岸壁）に隣接する護岸である。 

本事業で採用されている固化改良式係船岸の考え方 3）を図-2 に示す。事業は，第三バース側から設計水深

がそれぞれ-12m，-8m，-4m と順次浅くなる既存護岸の背面地盤を，鋼管矢板，鋼矢板の 2 種類がある既存

の護岸構造のうち，鋼管矢板施工箇所については既設構造を利用し，根入れが不足する鋼矢板箇所は鋼矢板

を新設した上で，背面地盤をブロック式で固化し，増深並びに耐震強化を図る 3）。本事業は，固化改良体で

クレーン荷重や背後地盤の土水圧等の外力を支持し，矢板には外力に抵抗する構造体ではなく主に浸食防止 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 事例 1: 既設構造物の概要（-8m 護岸部）3)  図-2 事例 1: 対策工の概要、固化改良式係船岸の考え方 3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 事例 2: 既設岸壁の概要 4)              図-4 事例 2: 対策工の概要 4) 

 

の機能を重視している点において，先進的な事例とみなし得る。レベル 2 地震動（海溝型地震動，活断層型

地震動，M6.5 直下型地震動）の他に，南海トラフの巨大地震を想定した，最大クラスの津波を生じさせる    

地震動に対しても安全性等が照査されている 3）。 

(2) 事例 2:シアトル・エリオット湾護岸の大規模更新事業 

エリオット湾に面するシアトル市の中心市街地の護岸は，図-3 に示すように木杭とコンクリート壁で構成

された護岸で，建設後 70 年以上が経過し，土砂の吸出しによる路面の陥没や大規模地震による護岸の耐震  

安全性が課題となっていた。そこで，ウォーターフロント地域の再開発事業と一体で，現行の耐震基準に    

適合する護岸の大規模更新事業が進められており，既に一部の事業は完了している。 

更新工事では，図-4 に示すように，地盤改良として高圧噴射攪拌工法による格子状固化による改良の後，

その上に上部構造が建設される。前出の三河港の事例と同様に，固化した地盤を支持構造物として，海側に

はコンクリート製の化粧パネルが設置される。三河港の事例では，浸食防止のため海側に鋼管杭や鋼矢板と

いった構造を有しており，護岸の変形時には構造体としての効果も期待できると考えられるが，本事例では，

このような構造が一切ないことが特筆される。本事例でも，シアトル周辺の巨大地震を含む様々な想定地震

動を対象に設計照査が行われている。なお，更新した護岸の耐用年数は 75 年を想定している。 

(3) 課題（地盤固化に関する筆者らの問題意識） 

前述の事例は，既設の岸壁や護岸の耐震対策を兼ねた更新事業において，地盤固化を採用し，固化地盤を

本設構造として期待する先進的な実績である。当然ながら，固化地盤には，本設構造に見合う品質（強度，

均質性，出来形，耐久性等）の確保が要求される。厳しい沿岸環境下でも，地盤固化で当該の品質確保が      



可能と評価された結果，施工性に優れる地盤固化が採用さ

れたものと考えられる。その他にも，建築基礎の支持地盤

として地盤固化が利用される事例がわが国で増加している。

地盤固化の本設利用が進む液状化対策では，これまで以上

に固化地盤の内外部の安定性に係る検討（図-5 参照）が   

必要になってきている。 

一方，東日本大震災の後に，筆者らが，地盤固化を適用

した構造物を対象に約 20 事例を調査した結果，設計の  

想定を上回る地震が作用した場合でも，構造物の被害が  

発生していなかった。従って，費用対効果を意識した合理

的な対策の実現には，対策工の性能や耐震裕度を把握する

こと（性能評価技術）が重要である。特に地盤固化のコス

ト低減策として実績が多い格子状固化を合理的に行う場合

には，最適な置換率の検討が鍵になる。しかしながら，    

埋立地盤は土質の種類や物性値のばらつきが大きく，さら

に建設年代が古い岸壁や護岸は経年変化が進行している構造物も多い。そのため，計画・設計段階での十分

な調査と耐震裕度の評価は，精度的にもコスト的にも限界があるのも事実である。そこで，この課題（対立）

の解決策の一つとして，著者らは，遠心模型実験や事例解析等で妥当性が検証された対策工の採用と性能   

評価技術を用いた評価の他に，実サイトを対象とした地震観測等のモニタリングに注目している。 

 

3. 低コスト化技術と段階的な地震対策 

(1) 低コスト化技術 

筆者らはこれまで，岸壁・護岸の液状化   

対策として，従来よりも置換率を減らした  

低置換率格子状固化や側方流動抑制壁といっ

た低コスト化技術の性能を，実験や数値解析

で検証してきた。これらの技術の概要を表-1

に示す。検討結果の詳細は，関連文献 6)～9)

を参照されたい。以下，低コスト化技術の   

効果の概要を述べる。 

東京湾の鋼矢板式岸壁を模した‐5m 岸壁

（図-6）を対象にした遠心模型実験では，   

レベル 1 地震（港湾波、図-7 参照、以下同様）

時に 1.3m，レベル 2 地震（南海トラフ波、    

図-7 参照、以下同様）時に 3.7m を超える   

変位が発生する岸壁の変位を，低置換率格子

状固化（置換率は約 30%）の場合にはそれぞ

れ 0.2m，0.7m，側方流動抑制壁の場合には，

それぞれ 0.6m，1.7m に抑制できた。対策の

コストは，従来の格子状固化に対して，低置

換率格子状固化で概ね 2/3，側方流動抑制壁

で概ね 1/3 である。側方流動抑制壁は，  

 

図-6 実験で想定した岸壁と地盤 

 

 

 
図-7 実験で想定した地震波 

 

図-5 3 次元液状化解析結果のイメージ 

（非液状化層に根入れされた格子状固化の 

固化地盤に発生する水平応力） 

注) 赤色、青色の箇所で発生応力が大きい 



表-1 低コスト化技術の概要 9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベル 2 地震でも改良体は破壊しなかった。また，低置換率格子状固化は，レベル 1 地震では改良体は破壊

せず，レベル 2 地震でも地盤改良の仕様の工夫等で破壊を抑止できることを確認している。従って，これら

の工法は，コストを抑えた岸壁・護岸の防災・減災技術として期待できると考えている。 

 

(2) 段階的な地震対策 

既設の岸壁・護岸の液状化対策の実務では，これまで，精度，数量的に必ずしも十分とはいえない地盤や

構造物の調査結果と，安全側になるように十分に配慮した設計検討結果に基づき，一度に最終系の対策を   

実施してきた。一方，筆者ら

が提案する段階的な地震対策

は，地震観測等で構造物や  

周辺地盤の実際の応答を対策

の事前・事後でモニタリング

し，これを対策工の設計に映

し，対策の合理化を図るとと

もに，観測期間中に耐震裕度

を明確にしようとする提案で

ある。 

概念図を図-8 に示す。仮に，

観測期間中に大きな地震動が

来襲すれば，応答を詳細に  

分析することができる。新技

術を適用した場合には，実サ

 

図-8 段階的な地震対策の概念図 

注）図は，ドルフィン等を有する産業施設の護岸の背面地盤に格子状固化を 

配置した場合をイメージ（平面図）  



イトでその効果を検証できる。なお，新技術は，実験や解析等で有効性が裏付けされた技術であり，実サイ

トに適した技術であることが前提である。しかし，地震観測の結果，追加対策が必要と判断される場合には

結果的にコスト増になることも予想される。そこで，以降，前述した鋼矢板式岸壁を対象に段階的地震対策

と低置換率格子状固化を採用した場合の費用対効果について考察する。 

地震観測は，表-2 に示すように，基盤，無対策地盤，対策地盤のそれぞれの箇所に最小限の計器を設置

した場合を想定する。計測期間は 3 年とし，各地震の観測記録の統計処理と，計測期間中に 2 次元 FEM     

液状化解析を 1 回実施することとする。検討の前提条件として，地震時の岸壁の水平変位を 0.5 m 以下に  

抑え，固化体の内部安定性を確保することを要求性能として仮定する。 

地盤固化は，狭隘な箇所の施工性に優れる高圧噴射攪拌工法を用いる。格子状固化の置換率は，従来通り

60 ％程度の改良を行った場合，並びに低置換率固化では 40 %程度の改良と地震観測を行った場合，さらに

後者では，地震観測の結果，追加対策として排水

系の工法の採用が必要になった場合を想定する。

検討結果を表-3 に示す。 

筆者らの研究では，想定地震動がレベル 1 地震

動の場合，低置換率格子状固化によって岸壁の  

変形量は 0.2 m 程度に抑えられ要求性能を十分に

満足する。岸壁の施工延長が 500 m，100 m の   

とき，新技術のコスト比は，表-3 を参照するとそ

れぞれ 0.7，0.83 となり，従来技術よりも 3 割か

ら 2 割程度のコスト削減を期待できる。観測のコ

スト比は，工事費に対してそれぞれ 0.03，0.16 と

なる。このように，施工延長が長くなる程，新技

術のコストメリットが大きい。レベル 2 地震動  

（南海トラフ波）でも，必要に応じて，改良仕様

の工夫や，排水工法等の補助工法を一部併用する

ことで，要求性能を満足し，同様なコストメリッ

トを期待できると考えている 9）。 

 

4. まとめ 

 本稿では，地盤固化の最新の施工実績を紹介するとともに，地盤固化に関する筆者らの問題意識を整理   

した。その上で，合理的な地震対策として，著者らがこれまでに取り組んできた低コスト化技術（「低置換率

格子状固化」並びに「側方流動抑制壁」）の有効性を概説した。さらに，地震観測を併用しながら，これらの

対策を段階的に進める段階的な地震対策の可能性と効果について考察した。知見を以下に整理する。 

 

 三河港埠頭再編改良事業とシアトル・エリオット湾護岸の大規模更新事業における岸壁・護岸の地震  

対策では，地盤固化が採用されており，鉛直支持力，土水圧等の地震外力を地盤改良体で抵抗すること，

また地盤固化が本設利用される点が注目される。ブロック式改良の前者に対し，後者の事例ではさらに

格子状固化の地盤改良を採用している。地震対策とともに，既存施設の更新技術としても，地盤固化を

利用したこれらの施工実績が参考になる。 

 施工性に優れる地盤固化の用途が拡がっている。また，性能設計と施工技術の進歩により，合理的な   

対策が可能になってきている。客観性を確保するため，これまで以上に，地盤固化の品質と，固化地盤

の内外部の安定性に係る検証と妥当性の確認が必要になってきている。これらを実現することで、合理

表-2 想定した地震観測機器 

 

 

表-3 対策工のコストの試算（鋼矢板式岸壁の場合） 

 



的な対策が可能になる。 

 低置換率格子状固化や側方流動抑制壁は，低コストな岸壁・護岸の防災・減災技術として期待できる。

地震観測等のモニタリングを行いながら，段階的に地震対策を進める段階的地震対策は，耐震裕度の  

評価や新技術の効果の実証に有効である。また，施工規模が大きくなる程，観測費用が総コストに占め

る割合は低減し，対策費を大幅に縮減できる可能性がある。 

 鋼矢板式岸壁を対象に本稿で検討した条件では，低置換率格子状固化は，単独の利用，または想定地震

動の規模が大きくなる場合には改良仕様の工夫や補助工法を組み合わることで，従来技術よりコストを

抑えて岸壁や護岸の変位を 0.5m 以下に抑制できる。地震観測を実施した場合でも，施工延長が概ね   

100 m を超えると従来技術に比べて低コストとなり，施工延長 500 m の場合，3 割程度のコスト縮減が

期待できる． 

 

筆者らは，液状化対策として格子状固化が採用された大規模法面 8）に対して，地震観測を開始している。

当該事例は，対象構造物が岸壁・護岸ではないけれども，岸壁・護岸と同様に偏土圧を受ける条件は共通し

ている。今後，地震観測記録を分析して，対策の有効性を実証する予定にしている。 
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